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平成１０年１１月１７日平成１１年３月期 中間決算短信

上場会社名 株式会社ワコール 上場取引所（所属部）東証・大証市場第一部、京証
コード番号 ３５９１
本社所在地 京都市南区吉祥院中島町２９番地
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役 経理財務部長

氏 名 末 澤 昭 一 TEL (075)682-1018

中間決算取締役会開催日 平成１０年１１月１７日 中間配当制度の有無 無

１．１０年９月中間期の業績 （平成１０年４月１日～平成１０年９月３０日）
（１）経営成績 （注）表示金額は百万円未満を切捨てております。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
（対前年中間期増減率） （対前年中間期増減率） （対前年中間期増減率）
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

10年9月中間期 ７４，０２３ （ 1.4 ） ７，２５９ （△ 0.6 ） ７，７９８ （△ 6.1 ）
9年9月中間期 ７３，００９ （ 1.9 ） ７，３０３ （ 2.8 ） ８，３０３ （ 0.3 ）
1 0 年 3 月 期 １３７，３７７ １０，６１３ １２，００９

中間（当期）純利益 １ 株 当 た り 会 計 処 理 基 準
（対前年中間期増減率） 中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭

10年9月中間期 ４，５１１ （△ 23.6 ） ２９ ２７ 中間財務諸表作成基準
9年9月中間期 ５，９０６ （ 43.1 ） ３８ ３２ 中間財務諸表作成基準
1 0 年 3 月 期 ８，３１２ ５３ ９４

（注） 10年9月中間期 154,116,685 株
１．期中平均株式数 9年9月中間期 154,116,685 株

1 0 年 3 月 期 154,116,685 株
２．会計処理の方法の変更 無

（２）配当状況

１ 株 当 た り １ 株 当 た り
中 間 配 当 金 年 間 配 当 金
円 銭

10年9月中間期
9年9月中間期

1 0 年 3 月 期 １３円 ５０銭

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １ 株 当 た り
株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円 銭
10年9月中間期 １８０，１４３ １４４，４１３ ８０．２ ９３７ ０４
9年9月中間期 １７５，４３７ １３９，６５６ ７９．６ ９０６ １７
1 0 年 3 月 期 １７７，３７３ １４２，０６２ ８０．１ ９２１ ７９

（注） 10年9月中間期 154,116,685 株 (額面株式；１単位1,000 株）
１．期末発行済株式数 9年9月中間期 154,116,685 株

1 0 年 3 月 期 154,116,685 株
２．中間期末の有価証券の評価損益 11,412 百万円
３．中間期末のデリバティブ取引の評価損益 百万円

２．１１年３月期の業績予想（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 １株当たり年間配当金
期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
1 1 年 3 月 期 １４２，０００ １２，５００ ７，２００ １３ ５０ １３ ５０

（参考）１株当たり予想当期純利益 ４６円 ７２銭
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添付資料

Ⅰ 当中間期及び通期の業績の概況．

（当中間期の業績の概況）

当中間期のわが国経済は、金融システム不安、株価の下落、個人消費・設備投資の

減少、失業率の増加、アジアの通貨危機など複合的な要因が重なり、長引く不況から

脱却の見通しがつかない状況で終始いたしました。

婦人ファッション衣料品業界におきましても、消費者の将来に対する不安感から消

費の抑制傾向が続き、引き続き厳しい経営環境のうちに推移いたしました。

こうした中にありまして、当社は商品力の向上を図り、インナーウェアを中心に積

極的な事業展開に努めました。商品面では、アウタートレンドの流れを受け、１／２

カップストラップレスブラが牽引となり堅調に推移いたしました。また、今回新製品

として発売しましたワコールブランドの「フレンチホックブラ」、「ベビーヒップパ

ンツ」、ウイングブランドの「キュッとスリムパンツ」などが好評を得ております。

この結果、当中間期の売上高は７４０億２３百万円で、前年同期に比し１．４％の

増加となりました。

利益面では、営業利益は効率経営の徹底を図り、コストダウンの追求と経費の削減

に努め、前年並みを確保いたしましたが、営業外費用で株式評価損が６億２８百万円

発生し、経常利益は７７億９８百万円で、前年同期に比し６．１％の減少となりまし

た。中間純利益は４５億１１百万円で、前年は新宿ビルの売却等による特別利益を計

上したこともあり２３．６％の減少となりました。

海外事業につきましては、米国ワコールが創業以来コンサルティング販売を徹底し

てきた姿勢が評価され、着実な事業拡大を続けております。また、海外生産基地とし

て設立したベトナムワコールは、本年４月より順調に操業を開始いたしました。

（通期の業績の見通し）

今後の経済情勢につきましては、景気の先行きは依然不透明で、予断を許さない厳

しい状況が続くものと思われます。

婦人ファッション衣料品業界におきましても、個人消費の本格的な回復は当分望む

べくもなく、消費者の買い控え傾向の続く中、価格と価値のバランスを重視した消費

傾向がますます強まり、また企業間の競合は一層激しくなるものと予測されます。

こうした中にありまして、当社は「愛される商品を作ります」「時代の要求する新

製品を開発します」という経営の基本方針に則り、商品力の強化と販売サービスの向

上に努めるとともに、環境の変化に機敏に対応できる高効率経営の実現に向けて、全

社を挙げて邁進する所存であります。

通期の業績の見通しとしましては、売上高１，４２０億円、経常利益１２５億円、

当期純利益７２億円を目標としております。
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Ⅱ－１ 比較貸借対照表．

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
科 目

平成10年 9月30日現在 平成 9年 9月30日現在 平成10年 3月31日現在

（資産の部） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産 １１４，３９２ １０６，８７２ １１０，５９１

現 金 及 び 預 金 ５０，９１６ ３９，５５０ ５１，６９５
受 取 手 形 ３，３９２ ３，９７５ ２，８８２
売 掛 金 ２０，４３９ ２０，２９１ １８，７４４
有 価 証 券 １８，５１６ ２３，０５８ １５，５１０
製 品 及 び 商 品 １７，３５０ １６，４０９ １８，０７０
原 材 料 １４１ １２８ １２４
仕 掛 品 ８２ ６３ ６７
有 償 支 給 材 料 ２，３５８ ２，５４１ ２，６３１
短 期 貸 付 金 ２０２ ２９６ ２２８
その他の流動資産 １，１８７ ８６０ ８７１
貸 倒 引 当 金 △ １９６ △ ３０３ △ ２３４

固 定 資 産 ６５，７５１ ６８，５６４ ６６，７８２

有形固定資産 ４３，３４６ ４３，０４８ ４３，６２２

建 物 １３，８２８ １５，６７３ １５，０８１
構 築 物 ３４８ ３９３ ３７２
機 械 装 置 ２９ ２７ ２５
車 両 運 搬 具 ３５ ５１ ４２
工 具 器 具 備 品 ２，４６０ ２，５２０ ２，４７５
土 地 ２１，８４４ ２３，４４９ ２３，３９４
建 設 仮 勘 定 ４，８００ ９３３ ２，２３１

無形固定資産 ６８０ ６８２ ６８１

借 地 権 ５８５ ５８５ ５８５
その他無形固定資産 ９５ ９６ ９６

投 資 等 ２１，７２３ ２４，８３４ ２２，４７７

投 資 有 価 証 券 １３，３７１ １４，３９９ １３，９４１
子会社株式・出資金 ４，７７５ ５，８１３ ４，７７５
長 期 貸 付 金 １，２２２ １，６２２ １，１５９
施 設 借 用 保 証 金 １，２０８ ２，０４９ １，２５２
そ の 他 の 投 資 等 １，４９２ ２，０７１ １，５１３
貸 倒 引 当 金 △ ９ △ １４ △ １４
投 資 評 価 引 当 金 △ ３３６ △ １，１０６ △ １４８

資 産 合 計 １８０，１４３ １７５，４３７ １７７，３７３
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当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
科 目

平成10年 9月30日現在 平成 9年 9月30日現在 平成10年 3月31日現在

（負債の部） 百万円 百万円 百万円

流 動 負 債 ２９，７３８ ３０，２８７ ２９，６３６

支 払 手 形 ５，９２７ ５，４９９ ５，８５３
買 掛 金 ５，７１９ ６，３０５ ６，０７５
１年以内返済長期借入金 ７５ ２５－
未 払 金 ２，７４８ ２，７５７ ４，０８０
未 払 法 人 税 等 ５，８７４ ６，４８９ ５，８６４
未 払 費 用 １２８ １３０ １４４
賞 与 引 当 金 ４，１８０ ４，２６０ ３，７００
返 品 調 整 引 当 金 ２，２００ ２，０５０ １，８５０
そ の 他 の 流 動 負 債 ２，９６０ ２，７１９ ２，０４３

固 定 負 債 ５，９９１ ５，４９４ ５，６７４

退 職 給 与 引 当 金 ５，３５１ ４，８５２ ５，０２９
そ の 他 の 固 定 負 債 ６３９ ６４１ ６４５

負 債 合 計 ３５，７２９ ３５，７８１ ３５，３１１

（資本の部）

資 本 金 １３，２６０ １３，２６０ １３，２６０

法定準備金 ２８，５８８ ２８，５８８ ２８，５８８

資 本 準 備 金 ２５，２７３ ２５，２７３ ２５，２７３
利 益 準 備 金 ３，３１５ ３，３１５ ３，３１５

剰 余 金 １０２，５６５ ９７，８０７ １００，２１４

固定資産圧縮積立金 ７２９ ７６０ ７６０
固 定 資 産 圧 縮
特 別 勘 定 積 立 金 ２，６３４ ２３ ２３
海外投資等損失準備金 ２ １１ １１
配 当 平 均 積 立 金 ３，０００ ３，０００ ３，０００
別 途 積 立 金 ９０，０００ ８７，３００ ８７，３００
中間（当期）未処分利益 ６，１９８ ６，７１１ ９，１１８
うち中間（当期）純利益 （４，５１１） （５，９０６） （８，３１２）

資 本 合 計 １４４，４１３ １３９，６５６ １４２，０６２

負債及び資本合計 １８０，１４３ １７５，４３７ １７７，３７３
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Ⅱ－２ 比較損益計算書．

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
科 目 自 平成10年4月1日 自 平成 9年 4 月 1 日 自 平成 9 年 4 月 1 日

至 平成10年9月30日 至 平成9年9月30日 至 平成10年3月31日

（ 経 常 損 益 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

営業損益の部

営業収益 （７４，０２３） 100 （７３，００９） 100 （１３７，３７７） 100
売 上 高 ７４，０２３ ７３，００９ １３７，３７７

営業費用 （６６，７６４） 90.2 （６５，７０５） 90.0 （１２６，７６３） 92.3
売 上 原 価 ３８，２７２ 51.7 ３７，５５８ 51.4 ７１，９３７ 52.4
販売費及び ２８，４９１ 38.5 ２８，１４７ 38.6 ５４，８２６ 39.9
一般管理費

営業利益 ７，２５９ 9.8 ７，３０３ 10.0 １０，６１３ 7.7

営業外損益の部

営業外収益 （ １，２２２） 1.6 （ １，２８２） 1.8 （ ２，０２９） 1.5
受 取 利 息 ２３２ ２１０ ４４９
受 取 配 当 金 ６６５ ７０９ ８８３
その他の営業外収益 ３２３ ３６２ ６９５

営業外費用 （ ６８３） 0.9 （ ２８２） 0.4 （ ６３３） 0.5
支 払 利 息 ８ １２ ２４
その他の営業外費用 ６７４ ２６９ ６０８

経常利益 ７，７９８ 10.5 ８，３０３ 11.4 １２，００９ 8.7

（ 特 別 損 益 の 部 ）

特 別 利 益 ７２３ 1.0 ２，７３３ 3.7 ３，９５３ 2.9

特 別 損 失 ２１０ 0.3 ９８０ 1.3 １，６４９ 1.2

税引前中間(当期)純利益 ８，３１１ 11.2 １０，０５６ 13.8 １４，３１２ 10.4

法 人 税 及 び 住 民 税 ３，８００ 5.1 ４，１５０ 5.7 ６，０００ 4.3

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ４，５１１ 6.1 ５，９０６ 8.1 ８，３１２ 6.1
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１．貸借対照表の注記
（当中間期） （前中間期） （前 期）

有形固定資産の減価償却累計額 22,882百万円 23,328百万円 23,498百万円
自己株式 1千株 0千株 0千株

1百万円 0百万円 0百万円

２．損益計算書の注記
（当中間期） （前中間期） （前 期）

（１）特別利益の主な内訳

固定資産売却益 723百万円 2,733百万円 3,931百万円
投資有価証券売却益 21

（２）特別損失の主な内訳

固定資産廃棄損 22百万円 434百万円 454百万円
投資評価引当金繰入額 188 545
投資有価証券評価損 525
子会社株式評価損 669

３．リース取引関係の注記

（当中間期） （前中間期） （前 期）
（１）所有権移転外ファイナンスリース

①．取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

（工具器具備品） （工具器具備品） （工具器具備品）

取 得 価 額 相 当 額 273百万円 623百万円 242百万円
減価償却累計額相当額 180 505 152

中間期末残高相当額 93 117 90

②．未経過リース料期末残高相当額

一 年 以 内 97百万円 133百万円 64百万円
一 年 超 56 115 100

合 計 153 249 165

なお、未経過リース料残高に重要性がないため、上記の金額は支払利子込み法により算定して
おります。

③．支払リース料等

支 払 リ ー ス 料 45百万円 157百万円 242百万円
減 価 償 却 費 相 当 額 27 45 86

（２）オペレーティングリース

未経過リース料

一 年 以 内 159百万円 178百万円 220百万円
一 年 超 85 41 70

合 計 245 219 290
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Ⅲ 売上の内容．

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
自 平成10年4月 1日 自平成9年4月 1日 自平成9年4月 1日

区 分 至 平成10年9月30日 至平成9年9月30日 至平成10年3月31日

対前年
金 額 構成比 同期比 金 額 構成比 金 額 構成比

百万円 % % 百万円 % 百万円 %
イ ファンデ－ション
ン ・ランジェリー 57,722 78.0 101.7 56,770 77.7 105,124 76.5
ナ
｜ ナ イ ト ウ ェ ア 6,361 8.6 102.4 6,212 8.5 11,956 8.7
ウ
ェ リ ト ル イ ン ナ ー 1,501 2.0 99.5 1,508 2.1 2,794 2.1
ア

小 計 65,585 88.6 101.7 64,491 88.3 119,875 87.3

アウターウェア
・スポ－ツウェア 3,258 4.4 95.1 3,426 4.7 6,341 4.6

レ ッ グ ニ ッ ト 982 1.3 82.5 1,190 1.6 2,464 1.8

イ ン テ リ ア 1,212 1.6 102.5 1,182 1.6 3,172 2.3

その他の繊維製品
及び関連製品 2,212 3.0 114.7 1,929 2.7 3,851 2.8

飲食・文化・サービス他 772 1.1 97.8 789 1.1 1,671 1.2

合 計 74,023 100.0 101.4 73,009 100.0 137,377 100.0
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Ⅳ 有価証券の時価等．

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
平成10年9月30日現在 平成9年9月30日現在 平成10年3月31日現在

種 類
貸 借 対 照 表中 間 中 間

貸 借 対 照 表 評 価 損 益 貸 借 対 照 表 評 価 損 益 評 価 損 益時 価 時 価 時 価
計上額 計上額 計上額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円流動資産に
属するもの

株 式 100 437 337 0 0 0 110 513 402

債 券 3,246 3,266 19 5,388 5,420 32 3,038 3,054 15

そ の 他 5,000 5,007 7 5,804 5,816 12 5,860 5,849 △ 10

小 計 8,347 8,711 364 11,193 11,237 44 9,009 9,417 407

固定資産に
属するもの

株 式 12,193 23,240 11,047 13,196 46,969 33,772 12,763 35,509 22,745

債 券

そ の 他 30 31 1 30 30 0 30 31 1

小 計 12,223 23,271 11,048 13,226 47,000 33,773 12,793 35,540 22,746

合 計 20,570 31,982 11,412 24,419 58,237 33,817 21,802 44,957 23,154

(注)1. 時価等の算出方法

①上 場 有 価 証 券 主として東京証券取引所における最終価格であります。

②店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等であります。

③気 配 等 を 有 す る 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等で
(上場、店頭売買有価証券を除く) あります。

④非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格であります。

⑤上 記 以 外 の 債 券 日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の
(時価の算定が困難なものを除く) 利回り、残存償還期間等に基づいて算定した価格等で

あります。

2. 流動資産に属する株式には、自己株式を含めております。
なお、自己株式の評価損益は当中間期0百万円、前期0百万円です。
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3. 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

流動資産に属するもの （当中間期） （前中間期） （前 期）

内国債のうち残存償還期間１年以内
の非上場債券 2,658 百万円 4,454 百万円 1,401 百万円

内国債以外の非上場債券 2,900 百万円 2,400 百万円 2,800 百万円

追加型公社債投資信託の受益証券 4,612 百万円 5,012 百万円 2,300 百万円

固定資産に属するもの

店頭売買株式を除く非上場株式 4,950 百万円 6,013 百万円 4,950 百万円

クローズド期間内の証券投資信託の
受益証券 10 百万円 10 百万円 10 百万円

Ⅴ デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益．

当中間期の市場取引以外の取引として為替予約取引（ドル買円売）がありますが、評価損益及び契約額

がいずれも少額であり重要性に乏しいため注記を省略しております。


